
○芦屋市犯罪被害者等支援条例施行規則 

平成２８年３月３１日 

規則第１８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、芦屋市犯罪被害者等支援条例（平成２８年芦屋市条例第１６号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例によるほか、

次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 犯罪被害 犯罪行為による死亡又は重傷病をいい、犯罪行為の時又はその直後

における心身の被害であって、その後の死亡又は重傷病の原因となり得るものを

含む。 

(2) 犯罪行為 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日本航空機内にお

いて行われた人の生命又は身体を害する罪に当たる行為（刑法（明治４０年法律

第４５号）第３７条第１項本文、第３９条第１項又は第４１条の規定により罰せ

られない行為を含むものとし、同法第３５条又は第３６条第１項の規定により罰

せられない行為及び過失による行為を除く。）をいう。 

(3) 重傷病 療養に１月以上の期間を要する負傷又は疾病をいう。 

(4) 市民 本市において住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により記録さ

れている者をいう。 

(5) 犯罪被害者である市民 犯罪被害を受けた者であって、当該犯罪被害を受けた

時に市民であったものをいう。 

（支援金の種類及び支給対象者） 

第３条 条例第８条の支援金の支給を受けることができる犯罪被害者等は、次の各号

に掲げる支援金の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者とする。 

(1) 遺族支援金 犯罪行為により死亡した犯罪被害者である市民の遺族であるも

ののうち、第３項及び第４項の規定により第１順位の遺族となる者 

(2) 重傷病支援金 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民 

２ 前項第１号の遺族は、犯罪被害者である市民の死亡時において、次の各号のいず



れかに該当する者とする。 

(1) 犯罪被害者である市民の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係

と同様の事情にあった者を含む。以下同じ。） 

(2) 犯罪被害者である市民の収入によって生計を維持していた当該犯罪被害者で

ある市民の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 

３ 遺族支援金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序とし、同項第２号

に掲げる者のうちにあっては、同号に掲げる順序とし、父母については、養父母を

先とし、実父母を後とする。 

４ 犯罪被害者である市民を故意に死亡させ、又は犯罪被害者である市民の死亡前若

しくは死亡後に、その者の死亡によって遺族支援金の支給を受けることができる先

順位若しくは同順位の遺族となるべき者若しくは遺族を故意に死亡させた者は、遺

族支援金の支給を受けることができない。 

５ 遺族支援金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、その１人に

対してした支給は、全員に対してなされたものとみなす。 

（家事援助に要する費用の助成対象者） 

第４条 条例第９条の家事援助を行う者の派遣に要する費用の助成を受けることがで

きる犯罪被害者等は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 犯罪行為により死亡した犯罪被害者である市民の遺族であって、当該犯罪被害

を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居していた者 

(2) 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民 

(3) 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民の配偶者又は扶養義務

者であって、当該犯罪被害を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居して

いた者 

（一時保育に要する費用の助成対象者） 

第５条 条例第９条の一時保育に要する費用の助成を受けることができる犯罪被害者

等は、前条各号のいずれかに該当する者で、かつ、当該犯罪被害者である市民の就

学前の子を監護するものとする。 

（家賃の助成対象者） 

第６条 条例第１０条の新たに入居する賃貸住宅の家賃の助成を受けることができる



犯罪被害者等は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者 

ア 犯罪行為により死亡した犯罪被害者である市民の遺族であって、当該犯罪被

害を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居していた者 

イ 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民 

ウ 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民の配偶者又は扶養義務

者であって、次に掲げる要件を満たすもの 

(ア) 当該犯罪被害を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居していた

こと。 

(イ) 家賃の助成に係る賃貸住宅に入居する期間において、当該犯罪被害者で

ある市民と同居すること。 

(2) 当該犯罪被害を受けた当時に居住していた住居に引き続き居住することが困

難であると市長が認める者 

(3) 新たに賃貸住宅に入居し、当該賃貸住宅の家賃を負担する者 

（転居に要する費用の助成対象者） 

第７条 条例第１０条の転居に要する費用の助成を受けることができる犯罪被害者等

は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者 

ア 犯罪行為により死亡した犯罪被害者である市民の遺族であって、当該犯罪被

害を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居していた者 

イ 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民 

ウ 犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害者である市民の配偶者又は扶養義務

者であって、次に掲げる要件を満たすもの 

(ア) 当該犯罪被害を受けた当時、当該犯罪被害者である市民と同居していた

こと。 

(イ) 犯罪被害時の住居からの転居先において、当該犯罪被害者である市民と

同居すること。 

(2) 当該犯罪被害を受けた当時に居住していた住居に引き続き居住することが困

難であると市長が認める者 



(3) 新たな住居に転居し、当該転居費用を負担する者 

（支援を行わないことができる場合等） 

第８条 第３条から前条までの規定にかかわらず、次に掲げる場合は、当該各条に規

定する支援を行わないことができる。 

(1) 犯罪被害者である市民と加害者との間に親族関係（事実上の婚姻関係を含む。）

があるとき。 

(2) 犯罪被害者である市民が犯罪行為を誘発したとき、その他当該犯罪被害につき、

犯罪被害者である市民にも、その責に帰すべき行為があったとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、犯罪被害者である市民又はその遺族と加害者との

関係その他の事情から判断して、社会通念上適切でないと市長が認めるとき。 

２ 前項第１号の規定に該当する場合において、犯罪行為が次の各号のいずれかに該

当し、当該犯罪行為が行われた時に、当該犯罪被害者である市民の生命若しくは身

体に重大な危険が生じていたとき、又は犯罪行為が行われた時に犯罪被害者である

市民の申立てにより、加害者に対し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律（平成１３年法律第３１号）第１３条に規定する保護命令が発せられ

ていたときは、前項第１号の規定にかかわらず、第３条から前条までに規定する支

援を行うものとする。 

(1) 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第２条に規定する

児童虐待 

(2) 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年

法律第１２４号）第２条第３項に規定する高齢者虐待（同条第４項第２号、第５

項第１号ホ及び同項第２号（第１号ホに係る部分に限る。）に掲げる行為を除く。） 

(3) 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年

法律第７９号）第２条第２項に規定する障害者虐待（同条第６項第２号、第７項

第５号及び第８項第５号に掲げる行為を除く。） 

（令６規則１６・一部改正） 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 



この規則は、平成２８年４月１日から施行し、この規則の施行後に行われた犯罪行

為による犯罪被害について適用する。 

附 則（令和６年２月２８日規則第１６号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


